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中国では、急速に経済の自由化・近代化を図ってお  

り、そのために適切な甫褒予甜とそれに対応した電力供  

給計画が必要ときれている。電中研と中国電力啓発連合  

会では中国の撃東地域を対象として長期綿飴計画手法に  

関する共同研究を襲施している。   

華東地域の電力辞要は年率10％を越える急増加が見  

込まれているので、2010年までに様々なタイプの発電  

所200基以上の建設が必要となる可能性が高い。また  

この地域では石炭火力が電源の主力となることが予想さ  

れ囁域対策として、硫黄酸化物（gO雷）の排出抑制が  

盈要である。本報告では、脱硫技術の導入が発電効率や  

建設掛こ与える影哲も考慮した俺源開発計画策定モデル  

について述べる。  

た。以下、i，jは新設、既設の発電ユニット、gは負荷  

領域、七は時間帯、mは給料に対応するインデックス  

で、‡，J，乳甘，Mはそれらの集合を表す。以下にここ  

で用いる変数を示す。   

雷iた：新設設備運転状態（1＝運転、0〒未使用）   

凱朋：新設設備の運転出力（MW呵   

轟血：新設設備の燃料消費盈（もom）   

Z押：既設設備の避転出カ（MⅥ7b）   

郎丘m：既設設備の槍料消負昼（ton）   

β‘丘：脱硫装置付設状態（1＝付設、0＝付設せず）   

明朗：脱硫装置のついた新設設備の運転出力（MW）   

板抽：新設設備の脱硫出力に対応する境料消盈盈  

（もom）  

乱ほ，β沌は、設備の導入を表す0－1変数であるが、区間  

【0，1】の連続変数として近似する。実除これらは、ある  

期に0と1の間の備になることがあるが、その場合に  

は次の期には対応する設備の状態（つまり乱沌に対して  

雷沌＋lの値，βiたに対して吼ほ＋1の値）は1になる。   

脱硫装置の付設に関連して以下のような制約条件を考  

えた。  

放億の追抜出力に闘甘る制闇   

この制約は、脱硫の運転出力が容曳を上回らず、発電  

設備の運転出力を上回らないということを示す。また、  

脱硫の容鬼が発電設備の容塵を上回らず、k＋1期の容  

盈はk期の容盈を上回る。  

∑v‘封≦∈‘点せC鶴  

粍ム（り  

明封≦耶封  

β‡丘≦乱ほ  

β‘丘≦β定立＋1  

C‘：新設設備の設備容虫（財Ⅳ）  

勘：新設設備言の瞬間ピークでの利用可能率  
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電力における発電設備の建設および運転をコストを  

最小化するように定める電源開発計画策定モデルは、従  

来から線形計画モデルなどの数理計画モデルとして多  

くの定式化が行なわれてきた（【1】）。いくつかのモデル  

では環境対策に対する定式化を行なっている。しかし、  

それらは発電所ごとに脱硫装置を付設するかどうかは決  

定せず、あらかじめ脱硫率を与えて、硫黄酸化物などの  

排出鼠の規制値を達成するように使用する燃料の組合せ  

（ミックス）を決定するという定式化を行なっている。  

本モデルでは、硫黄酸化物の排出量を目模値以下にでき  

るように、脱硫装置の付設を行なうかどうかも決定する  

ように定式化を行なった。  

遊 戯硫蓑田紺披の定式化  

ここでは、電源開発計画策定に用いる線形計画モデ  

ル（【1】）に、脱硫装霞の付設に関する追加・変更を加え  
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表1：脱硫装置設置容量および脱硫串  

2bol■  曳doi  皇007－  曳010   

脱硫装置容量串（脱硫装置総容量／石炭火力総容塵；％）  38．71  40．18  57．15  73．92   

稔脱療率（硫黄分除去量／ 35．25  ．  54．  ¢6．09   

ヽ  

こでは脱硫装置として、わが国で実用している脱硫技  

術囲をもとに、脱硫辛が約70％で容量貴がkwあたリ  

300RMBの半湿式のものを使用し、2000年以降の硫  

黄酸化物の排出量を柑95年レベルにおさえるという条  

件でシミュレーション分析を行なった．   

表1に、石炭火力発電所の総容真に対する脱硫装置の  

容量の掛合（脱硫装置容量垂）と、燃料に含まれている  

硫黄分に対する脱硫装置により除去できる硫黄分の畳の  

制令（総脱堺串）を示す。脱硫串70％の脱硫装置を容量  

でみて約74％の発電所に取り付けるだけで燃料の石炭  

に含まれていた硫黄分の合計の（0・74●0・7＝0・甲より多  

い）約68％を脱硫できるの腹、発電効◆串が良いために  

運転費が少なく、そのため年間の稼働率が高く運転され  

る（したがって年間の石炭消長の多い）発電ユニツ 

ら脱硫装置が付設されるからである。  

5 おわりに   

本モデルは、中国において環境に対する対策目樟を達  

成しつつ、経済的な電源開発計画を策定するのに参考に  

なると考える。   
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燃料消費と発tt力1に関する制約   

脱硫装置のついた新設設備の発電電力量が脱硫される  

燃料消費量と／くランスする。  

∑d－∬押嗣＝∑九‘鼻m  

I∈ム m∈〟  

dJ：負荷領励の時間の長さ（h）  

∬i：新設毅鮮の燃料消真率（玩肌／〟Ⅳh）   

硫黄酸化物排出tの規制に関する制約   

硫黄酸化物排出量の規制に関する制約に脱硫により取  

り除かれる硫黄分の量を引く項を付け加える。  

∑（∑（∫mJ‘たれ－¢gmh伽）  

m∈〟i∈∫（ー）  

＋∑βふm）≦rと  
メ∈J（r）   

よm：燃料mの硫華分合有事（われ一印叩）   

¢：脱硫装置の脱硫串（％）  

r▲，：た期におけるー地域での硫黄分排出量の上限値  

（toれ－5）   

目的関鱒（最小化）   

目的関数に、脱硫装置付設費用を付け加える。 

用の脱硫装置の付設負用＝■∑くtqβ‘鳥  

i∈J   

くl：た期における脱硫装置の単位容量あたりの費用  

（Rβ〟／〟Ⅳ）   

4 シミュレーション分析結果   

中国の華東地域において、1990年から2010年まで  

の21年間を対象期間とし、こ◆れを3年1期とした7期  

の加給計画を本モデルを用いてシミュレーションした。  

この間、石炭火力の発電電力塵は約3倍になり、従っ  

て消費する石炭に含まれる硫黄分も一約3偶になる。こ  
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